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1. 平成27年3月期第1四半期の連結業績（平成26年4月1日～平成26年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期第1四半期 6,706 2.6 242 ― 287 ― 166 ―
26年3月期第1四半期 6,533 4.1 △147 ― △104 ― △321 ―

（注）包括利益 27年3月期第1四半期 105百万円 （―％） 26年3月期第1四半期 △115百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

27年3月期第1四半期 7.27 ―
26年3月期第1四半期 △14.04 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期第1四半期 41,636 35,741 85.0 1,548.48
26年3月期 42,471 35,530 82.9 1,539.25
（参考）自己資本 27年3月期第1四半期 35,409百万円 26年3月期 35,198百万円

2. 配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無  

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年3月期 ― 7.50 ― 7.50 15.00
27年3月期 ―
27年3月期（予想） 7.50 ― 7.50 15.00

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 13,700 2.6 450 997.6 450 ― 250 ― 10.93
通期 28,200 2.1 1,300 114.5 1,300 135.5 750 23.8 32.80



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四
半期財務諸表のレビュー手続は終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化
等により、上記予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は添付資料の３ページをご覧ください。 

※ 注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年3月期1Q 22,948,003 株 26年3月期 22,948,003 株
② 期末自己株式数 27年3月期1Q 80,712 株 26年3月期 80,632 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年3月期1Q 22,867,317 株 26年3月期1Q 22,867,676 株
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当社グループは、中長期成長に向けて、成長分野への傾斜投資とローコストオペレーションの実現を基本方針と

して取り組んでおります。

 当期は、昨年11月に操業を開始した血液バッグ新工場の稼働による、世界市場での血液バッグのシェア拡大をは

じめ、透析用血液回路においても国内市場での拡販に取り組み、売上の拡大と生産コストの低減に努めてまいりま

した。

 この結果、当第１四半期においては、海外向けの血液バッグや国内外向けの透析用血液回路の販売増に加え、海

外向け輸液関連製品やＡＶＦ針（翼付動静脈針）の販売も好調に推移したことによって、タイ工場の稼働率改善に

よる原価率の低減効果も確認され、前年同期に比べ増収増益となりました。

 

 当第１四半期連結累計期間の経営成績については以下のとおりです。

＜売上高＞

 売上高は、海外向けの血液バッグ、ＡＶＦ針（翼付動静脈針）や海外向けの輸液関連製品、ならびに国内外向け

の透析用血液回路の販売拡大などにより、前年同期に比べ１億72百万円増の67億６百万円（前年同期比2.6％増）

となりました。国内・海外別の売上高につきましては、国内売上高は、前年同期に比べ１億67百万円減の49億15百

万円（同3.3％減）、海外売上高は、前年同期に比べ３億40百万円増の17億90百万円（同23.4％増）となりまし

た。

 

＜売上総利益・営業利益＞

 売上総利益は、売上増加やタイ工場の稼働率改善などにより、前年同期に比べ２億66百万円増の22億46百万円

（同13.5％増）となりました。

 また、販売費及び一般管理費は、前年度に一時的に発生した海外向け血液バッグ工場準備費用がなくなったこと

などにより、前年同期に比べ１億22百万円減の20億４百万円（同5.8％減）となりました。

 これにより、営業利益は、前年同期に比べ３億89百万円増の２億42百万円となりました。

 

＜経常利益＞

 経常利益は、前年同期に比べ３億91百万円増の２億87百万円となりました。

 

＜四半期純利益＞

 四半期純利益は、前年同期に比べ４億87百万円増の１億66百万円となりました。

 

 セグメントの業績は、次のとおりであります。

①血液及び血管内関連

 海外向け血液バッグや海外向け輸液関連製品の販売が増加したことなどにより、売上高は、前年同期に比べ92百

万円増の31億19百万円（同3.1％増）となりましたが、セグメント利益は、前年同期に比べ27百万円減の１億72百

万円（同13.6％減）となりました。

②体外循環関連

 透析用血液回路やＡＶＦ針（翼付動静脈針）の販売が好調であったことなどにより、売上高は、前年同期に比べ

80百万円増の35億86百万円（同2.3％増）、セグメント利益は、前年同期に比べ４億13百万円増の70百万円となり

ました。
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（２）財政状態に関する説明

①資産、負債及び純資産の状況

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ８億35百万円減の416億36百万円となりまし

た。

 流動資産は、主としてその他流動資産の減少により、２億60百万円減の248億58百万円となりました。

 固定資産は、主として有形固定資産の減少により、５億74百万円減の167億78百万円となりました。

 流動負債は、主として未払法人税等、賞与引当金の減少により、５億77百万円減の38億80百万円となりました。

 固定負債は、主として退職給付に係る負債の減少により、４億69百万円減の20億14百万円となりました。

 純資産は、主として利益剰余金の増加により、２億11百万円増の357億41百万円となりました。

 これらの結果、自己資本比率は85.0％となり、前連結会計年度末と比べ、2.1ポイント増となりました。

②キャッシュ・フローの状況

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前年同期に比べ29億68百万円増の111億６百万円

となりました。

 当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの内容は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ16億37百万円増の18億49百万円となりました。主な内容

は、補償金の受取による収入の17億90百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ９億32百万円増の△１億90百万円となりました。主な内

容は、定期預金の預入による支出の94百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ８百万円減の△１億64百万円となりました。主な内容

は、配当金の支払による支出の１億59百万円であります。

 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 通期の連結業績予想については、現状では予想値を修正する状況にはありません。

 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 該当事項はありません。

 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

 該当事項はありません。

 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見

込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更し、割引率の決定方法については、従業員の平均残

存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した

単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半

期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

 この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が４億30百万円減少し、利益剰余金が２億77

百万円増加しております。なお、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益

に与える影響は、軽微であります。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 9,733 11,328 

受取手形及び売掛金 7,171 6,840 

商品及び製品 3,271 3,532 

仕掛品 849 824 

原材料及び貯蔵品 1,420 1,466 

その他 2,674 865 

貸倒引当金 △1 △1 

流動資産合計 25,119 24,858 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 6,911 6,717 

機械装置及び運搬具（純額） 3,898 3,783 

その他（純額） 2,500 2,321 

有形固定資産合計 13,310 12,822 

無形固定資産    

のれん 36 18 

その他 180 172 

無形固定資産合計 216 190 

投資その他の資産    

投資有価証券 2,866 3,044 

その他 1,003 766 

貸倒引当金 △44 △45 

投資その他の資産合計 3,825 3,765 

固定資産合計 17,352 16,778 

資産合計 42,471 41,636 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 2,016 2,213 

未払法人税等 491 27 

引当金 319 22 

その他 1,630 1,617 

流動負債合計 4,457 3,880 

固定負債    

退職給付に係る負債 1,987 1,548 

その他 496 466 

固定負債合計 2,483 2,014 

負債合計 6,941 5,894 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 6,642 6,642 

資本剰余金 6,462 6,462 

利益剰余金 22,709 22,982 

自己株式 △56 △56 

株主資本合計 35,757 36,030 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 209 318 

為替換算調整勘定 △702 △875 

退職給付に係る調整累計額 △65 △63 

その他の包括利益累計額合計 △558 △620 

少数株主持分 331 332 

純資産合計 35,530 35,741 

負債純資産合計 42,471 41,636 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高 6,533 6,706 

売上原価 4,553 4,459 

売上総利益 1,980 2,246 

販売費及び一般管理費 2,127 2,004 

営業利益又は営業損失（△） △147 242 

営業外収益    

受取利息 3 1 

受取配当金 9 14 

持分法による投資利益 － 8 

負ののれん償却額 5 － 

為替差益 35 0 

作業くず売却収入 9 13 

その他 37 8 

営業外収益合計 100 47 

営業外費用    

支払利息 11 0 

持分法による投資損失 18 － 

その他 27 2 

営業外費用合計 57 2 

経常利益又は経常損失（△） △104 287 

特別利益    

固定資産売却益 2 0 

特別利益合計 2 0 

特別損失    

固定資産除売却損 0 1 

その他 0 － 

特別損失合計 0 1 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
△102 285 

法人税、住民税及び事業税 28 28 

法人税等調整額 189 87 

法人税等合計 218 115 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△） 
△320 170 

少数株主利益 0 4 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △321 166 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△） 
△320 170 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 218 108 

退職給付に係る調整額 － 2 

為替換算調整勘定 △13 △176 

その他の包括利益合計 204 △65 

四半期包括利益 △115 105 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △147 104 

少数株主に係る四半期包括利益 32 0 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△） 
△102 285 

減価償却費 627 504 

有形固定資産除却損 0 1 

有形固定資産売却損益（△は益） △2 △0 

負ののれん償却額 △5 － 

引当金の増減額（△は減少） △346 △295 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △2 

受取利息及び受取配当金 △13 △16 

支払利息 11 0 

持分法による投資損益（△は益） 18 △8 

売上債権の増減額（△は増加） 749 306 

たな卸資産の増減額（△は増加） 474 △310 

仕入債務の増減額（△は減少） △452 204 

その他 △411 △132 

小計 546 537 

利息及び配当金の受取額 15 16 

補償金の受取額 － 1,790 

利息の支払額 △11 △0 

法人税等の支払額 △338 △492 

営業活動によるキャッシュ・フロー 212 1,849 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 － △94 

有形固定資産の取得による支出 △1,126 △85 

無形固定資産の取得による支出 △5 △9 

有形固定資産の売却による収入 5 0 

その他 4 △0 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,122 △190 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

自己株式の純増減額（△は増加） △0 △0 

配当金の支払額 △151 △159 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △4 △5 

財務活動によるキャッシュ・フロー △156 △164 

現金及び現金同等物に係る換算差額 68 6 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △997 1,500 

現金及び現金同等物の期首残高 9,135 9,605 

現金及び現金同等物の四半期末残高 8,138 11,106 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

 
血液及び血管

内関連 
体外循環 
関連 

合計 
調整額 

（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）２ 

売上高          

外部顧客への売上高 3,026 3,506 6,533 － 6,533 

セグメント間の内部売
上高又は振替高 

－ － － － － 

計 3,026 3,506 6,533 － 6,533 

セグメント利益又は損失

（△） 
199 △343 △143 △3 △147 

 （注）１．セグメント利益又は損失(△)の調整額△３百万円は、各報告セグメントに未配分の連結調整項目

であります。

    ２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行なっております。
 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

 
血液及び血管

内関連 
体外循環 
関連 

合計 調整額 
四半期連結 
損益計算書 
計上額 

売上高          

外部顧客への売上高 3,119 3,586 6,706 － 6,706 

セグメント間の内部売
上高又は振替高 

－ － － － － 

計 3,119 3,586 6,706 － 6,706 

セグメント利益 172 70 242 － 242 

 （注）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」と

いう。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17

日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本

文に掲げられた定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法
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を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更し、割引率の決定方法

については、従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び

支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

 この変更に伴う第１四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は、軽微であります。
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